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【調査の概要】 
 

 

 
 １．調査対象：管内（愛知・岐阜・静岡・三重の４県）に本社を置く資本金１千万円 

以上の法人企業 

 ２．調査時点：令和６年２月15日 

 ３．調査方法：郵送及びオンライン調査 

 ４．調査対象期間 

判 
断 
調 
査 

 
     
 

 
計 
数 
調 
査 

当  期 翌  期 翌  々 期  

 

６年１～３月 
（又は６年３月末） 

6 

６年４～６月 
（又は６年６月末） 

10 

６年７～９月 
（又は６年９月末） 

（注）前期比で季節的変動がある場合には、季節的要因を除いた実勢で判断。 

 

４年度 
（実績） 

５年度 
（実績見込み） 

６年度 
（見通し） 

 

４年４月～５年３月 
５年４月～６年３月 ６年４月～７年３月 

 
 

５．回収状況：調査対象企業数は1,328社で、このうち1,130社から調査票を回収 

した（回収率85.1％）。 

 
 

 

 
 
 

 

 
 

全 規 模 
 

大 企 業 
 

中堅企業 
 

中小企業 
 

全 産 業 1,130 328 297 505 

 
 
 

 

製 造 業     454 133 112 209 
 

非製造業 676 195 185 296 

         （注）企業の規模別区分は、次のとおり。 

大 企 業    ：資本金１０億円以上の企業 

中堅企業：資本金１億円以上１０億円未満の企業 

中小企業：資本金１千万円以上１億円未満の企業 

６．その他：調査結果の文章中の「ＢＳＩ」とは、ビジネス・サーベイ・インデックス   

の略称で、次の算式による計数である。 
 

増加(上昇・不足気味）企業数  －  減少(下降・過剰気味）企業数  
                                   ×100               

 有 効 回 答 企 業 数 
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１．景況判断  － 全産業の現状判断は「下降」超 

６年４－６月期は「上昇」超に転じる見通し 

 

○現状 

全産業で 10.7％ポイントの「下降」超となっている。 

【規模別】 

・いずれの規模においても「下降」超に転じている。 

【業種別】 

・製造業では、輸送用機械が「下降」超に転じたことなどから、「下降」超に

転じている。 

・非製造業では、サービスが「下降」超に転じたことや、卸・小売の「下

降」超幅が拡大したことなどから、「下降」超に転じている。 

 

○先行き 

６年４－６月期は「上昇」超に転じる見通しとなっている。 

 

景 況 判 断 Ｂ Ｓ Ｉ   （『上昇』－『下降』回答企業数構成比：％ポイント） 

（注）１．（  ）内は前回（５年 10－ 12 月期）調査時見通し。 

２．回答社数 1,130 社（うち製造業 454 社・非製造業 676 社）  

 

【景況感に関する声】 

・自動車関係の出荷停止等が影響し、当社への受注も落ちている。今後については、いつ頃

需要が戻ってくるか見通しが立っていない。            （鉄鋼：大企業） 

・円安が進み原材料のパルプの輸入において仕入価格が上昇している。物価高や値上げの影

響のためか出荷量が全体的に減少している。        （紙・パルプ：中堅企業） 

・賃上げにより人件費が増加していることに加え、物価高に伴い仕入価格が上昇しているた

め、全体的にコストが増加し利益を圧迫している。価格転嫁は需要に反映してしまうため

しづらい状況。                      （卸・小売：中小企業） 

・企業のデジタル化推進のソリューションを提供しているが、決算処理、インボイス、電子

帳簿保存等への対応のほかＤＸ対応を進めようとしている企業からのニーズが多い。 

                              （情報通信：中堅企業） 

前回調査 翌々期

５年10－12月 ６年７－９月

2.4
(▲ 1.0)

▲ 10.7
(1.8)

2.1 3.2

4.7
(1.2)

▲ 3.4
(0.3)

1.2 0.9

1.7
(0.7)

▲ 8.8
(4.7)

4.7 6.1

1.5
(▲ 3.2)

▲ 16.6
(1.1)

1.2 3.0

2.2
(▲ 2.6)

▲ 18.5
(0.7)

4.0 4.0

2.6
(0.1)

▲ 5.5
(2.6)

0.9 2.7非　製　造　業

業
種
別

区　　　分

全　　産　　業

規
模
別

大　　企　　業

中　堅　企　業

中　小　企　業

当期

６年１－３月 ６年４－６月

翌期

製　　造　　業



業種別表：景況判断ＢＳＩ
（％ポイント）

前回調査 翌々期

５年10－12月 ６年７－９月

(▲ 1.0) (1.8)

2.4 ▲ 10.7 2.1 3.2
(1.2) (0.3)

4.7 ▲ 3.4 1.2 0.9
(0.7) (4.7)

1.7 ▲ 8.8 4.7 6.1
(▲ 3.2) (1.1)

1.5 ▲ 16.6 1.2 3.0
(▲ 2.6) (0.7)

2.2 ▲ 18.5 4.0 4.0
(▲ 11.1) (0.0)

14.8 ▲ 14.8 11.1 ▲ 3.7
(15.4) (▲ 23.1)

0.0 20.0 0.0 0.0
(▲ 17.6) (11.8)

0.0 ▲ 31.3 0.0 ▲ 12.5
(▲ 3.8) (7.7)

19.2 ▲ 23.1 19.2 7.7
(▲ 7.7) (0.0)

▲ 3.8 ▲ 34.6 3.8 7.7
(4.3) (13.0)

▲ 21.7 ▲ 40.9 ▲ 4.5 4.5
(▲ 11.4) (▲ 2.9)

▲ 20.0 ▲ 11.4 ▲ 11.4 11.4
(▲ 8.3) (▲ 12.5)

0.0 ▲ 20.0 ▲ 4.0 4.0
(12.5) (18.8)

6.3 6.7 6.7 6.7
(1.0) (▲ 4.1)

12.4 ▲ 24.7 6.2 7.2
(0.1) (2.6)

2.6 ▲ 5.5 0.9 2.7
(6.2) (▲ 7.4)

▲ 3.7 ▲ 3.8 ▲ 15.4 3.8
(7.7) (▲ 23.1)

7.7 7.1 ▲ 14.3 0.0
(8.7) (10.9)

10.9 6.5 0.0 4.3
(3.8) (5.8)

0.0 ▲ 5.8 5.8 9.6
(▲ 10.1) (▲ 2.0)

▲ 3.4 ▲ 16.2 ▲ 3.4 ▲ 3.4
(1.3) (0.0)

▲ 7.9 ▲ 2.6 6.6 3.9
(▲ 0.6) (9.1)

11.5 ▲ 1.9 8.2 5.0
(1.6) (3.3)

1.6 3.3 3.3 3.3
（注）

当期 翌期

６年１－３月 ６年４－６月

電 気 機 械

区　　　分

中　小　企　業

食 料 品

非　　製　　造　　業

業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
種
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別

全　　　　産　　　　業

規
　
模
　
別

輸 送 用 機 械

生 産 用 機 械

紙 ・ パルプ

大　　企　　業

繊 維

製　　　　造　　　　業

情報通信機器

木材 ・ 木製品

窯業 ・ 土石

鉄 鋼

中　堅　企　業

サ ー ビ ス

金 融 ・ 保 険

１．

２．

（　）内は前回（５年10－12月期）調査時見通し。

回答社数1,130社（うち製造業454社・非製造業676社）

卸 ・ 小 売

不 動 産

情 報 通 信

建 設

運 輸

電 気 ・ ガ ス

   2
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２．雇用  － 全産業の現状判断は「不足気味」超 

 

○現状 

全産業で 32.0％ポイントの「不足気味」超となっている。  

【規模別】 

・いずれの規模においても「不足気味」超となっている。 

【業種別】 

・製造業、非製造業いずれにおいても、全ての業種で「不足気味」超とな

っている。 

 

○先行き 

６年６月末は「不足気味」超で推移する見通しとなっている。  

 

従業員数判断ＢＳＩ  

（『不足気味』－『過剰気味』回答企業数構成比：％ポイント）  

（注）１．（  ）内は前回（５年 10－ 12 月期）調査時見通し。  

    ２．回答社数 1,121 社（うち製造業 450 社・非製造業 671 社）  

 

【雇用に関する声】  

・資格の取得後に退職してしまうケースもある。大手求人サイトが祝い金込みの求人を出

すことで、若い人が様々な会社を渡り歩いているように感じる。  （建設：中小企業）                          

 

・経済活動再開により輸送量が増加したことに加え、 2024 年問題の影響もありドライバ

ーの引き合いが多く、確保が困難となっている。         （運輸：中堅企業）  

 

・調理師、ホールスタッフともに不足している。レストランの稼働を落とすまでには至っ

ていないものの、人手は賃金の高い先へ流れており、確保は難しい状況。  

                             （サービス：中小企業）  

 

・業務自体は男女関係なく従事できる内容であるものの、工場勤務は長時間勤務が前提と

なるため、時間に制約がある主婦層は短時間勤務が可能なスーパー等に流れてしまって

いる。                          （電気機械：中小企業）  

               

前回調査 翌々期

５年12月末 ６年９月末

30.4
(26.9)

32.0
(22.1)

25.4 24.6

24.7
(18.1)

26.9
(12.2)

18.0 15.6

40.5
(35.1)

41.0
(26.7)

33.2 32.5

28.3
(27.7)

30.1
(25.6)

25.7 25.9

19.7
(17.7)

23.6
(14.8)

18.9 19.8

37.7
(33.1)

37.7
(27.0)

29.8 27.9非　製　造　業

業
種
別

区　　　分

全　　産　　業

規
模
別

大　　企　　業

中　堅　企　業

中　小　企　業

当期

６年３月末 ６年６月末

翌期

製　　造　　業



業種別表：従業員数判断ＢＳＩ
（％ポイント）

前回調査 翌々期

５年12月末 ６年９月末

(26.9) (22.1)

30.4 32.0 25.4 24.6
(18.1) (12.2)

24.7 26.9 18.0 15.6
(35.1) (26.7)

40.5 41.0 33.2 32.5
(27.7) (25.6)

28.3 30.1 25.7 25.9
(17.7) (14.8)

19.7 23.6 18.9 19.8
(11.1) (18.5)

14.8 25.9 25.9 25.9
(23.1) (15.4)

30.8 20.0 10.0 10.0
(41.2) (23.5)

11.8 37.5 18.8 6.3
(30.8) (26.9)

30.8 34.6 26.9 26.9
(23.1) (19.2)

30.8 34.6 23.1 26.9
(13.0) (4.3)

13.0 27.3 18.2 18.2
(11.4) (22.9)

14.3 22.9 22.9 22.9
(16.7) (12.5)

25.0 36.0 16.0 28.0
(18.8) (25.0)

18.8 28.6 28.6 21.4
(13.4) (10.3)

18.6 15.6 12.5 15.6
(33.1) (27.0)

37.7 37.7 29.8 27.9
(46.9) (40.7)

48.1 52.6 42.3 43.6
(25.0) (16.7)

33.3 30.8 15.4 15.4
(34.8) (23.9)

39.1 34.8 26.1 19.6
(36.5) (30.8)

48.1 48.1 30.8 30.8
(21.8) (17.7)

29.9 26.0 24.7 20.5
(18.7) (13.3)

20.0 16.0 13.3 14.7
(41.8) (37.6)

44.2 45.9 37.7 35.8
(33.3) (23.3)

40.0 40.0 25.0 25.0
（注）

輸 送 用 機 械

非　　製　　造　　業

建 設

電 気 ・ ガ ス

情 報 通 信

運 輸

卸 ・ 小 売

不 動 産

サ ー ビ ス

金 融 ・ 保 険

１． （　）内は前回（５年10-12月期)調査時見通し。

２． 回答社数1,121社（うち製造業450社・非製造業671社）

情報通信機器

規
　
模
　
別

大　　企　　業

中　堅　企　業

中　小　企　業

製　　　　造　　　　業

食 料 品

繊 維

業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
種
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別

木材 ・ 木製品

紙 ・ パルプ

窯業 ・ 土石

鉄 鋼

生 産 用 機 械

電 気 機 械

全　　　　産　　　　業

区　　　分
当期 翌期

６年３月末 ６年６月末

   4
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３．売上高 （電気・ガス、金融・保険業を除く）  

－ ５年度は増収見込み 

６年度は増収見通し  

○５年度見込み 

全産業で 6.8％の増収見込みとなっている。 

【規模別】 

・いずれの規模においても増収見込みとなっている。  

【業種別】 

・製造業では、生産用機械や情報通信機器などが減収となるものの、輸

送用機械や食料品などが増収となることから、増収見込みとなってい

る。 

・非製造業では、サービスが減収となるものの、卸・小売や運輸などが

増収となることから、増収見込みとなっている。  

 

○６年度見通し 

全産業で 3.5％の増収見通しとなっている。 

 

売上高（業種別）             (対 前 年 度 増 減 率 ： ％ ) 

 

（注）１．金融・保険業については、調査対象外。   

２．５年度は令和４・５年度ともに回答のあった 852 社（うち製造業 368 社・非製造業 484 社）  

３．６年度は令和４～６年度の全期間で回答のあった 673 社（うち製造業 272 社・非製造業 401 社）  

  

【売上高に関する声】  

・今年度は完成車メーカーの生産回復に伴って自動車部品の受注が増加したことに加え

て、製品への価格転嫁が進んだことで増収となる見込み。来年度についても受注は順調

に推移し、増収となる見通し。                  （輸送用機械：大企業）  

 

・カーディーラーであるが、昨年度に比べると、半導体不足等の緩和により自動車メーカ

ーからの供給が順調となっていることから、増収となる見込み。（卸・小売：大企業）  

 

・半導体市況が弱い状況が長く続いており、半導体製造装置向けの部品の受注が減少して

いることから今年度は減収見込み。来年度は夏頃から需要が回復するとの市場予測を踏

まえて増収となる見通し。                 （電気機械：中小企業）  



業種別表：売上高（対前年度増減率）

（％）

　

(6.4)

6.8 3.5
(6.6)

7.2 4.3
(5.4)

4.2 1.5
(1.2)

1.8 1.0
(9.9)

9.7 3.7
(2.7)

2.8 0.8
(▲ 0.4)

3.3 4.9
(▲ 7.6)

▲ 15.0 0.2
(4.7)

3.9 1.2
(0.3)

1.1 0.8
(▲ 1.9)

▲ 3.0 9.5
(▲ 6.4)

▲ 10.0 ▲ 0.9
(1.6)

1.6 6.7
(▲ 12.9)

▲ 12.8 ▲ 4.6
(16.6)

16.8 5.9
(2.0)

3.5 3.3
(3.3)

3.5 3.1
(6.9)

7.6 1.9
(12.8)

14.7 3.2
(1.7)

3.7 3.1
(9.1)

9.2 ▲ 0.1
(▲ 11.4)

▲ 11.2 3.5
 (注）

規
　
模
　
別

大　　企　　業

中　堅　企　業

中　小　企　業

６年度見通し区　　　　　分 ５ 年 度 見 込 み

全　　　　産　　　　業

（電気・ガスを除く）

業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
種
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別

製　　　　造　　　　業

食 料 品

繊 維

木材 ・ 木製品

紙 ・ パ ル プ

窯 業 ・ 土 石

鉄 鋼

生 産 用 機 械

電 気 機 械

情報通信機器

輸 送 用 機 械

非　　製　　造　　業

建 設

情 報 通 信

運 輸

卸 ・ 小 売

不 動 産

サ ー ビ ス

１．金融・保険業については、調査対象外。

２．（　）内は前回（令和５年10－12月期）調査結果。

４．６年度は令和４～６年度の全期間で回答のあった673社（うち製造業272社・非製造業401社）
３．５年度は令和４・５年度ともに回答のあった852社（うち製造業368社・非製造業484社）

  6
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４．経常利益（電気・ガス、金融・保険業を除く）  

－ ５年度は増益見込み 

６年度は減益見通し 

○５年度見込み 

全産業で 0.4％の増益見込みとなっている。 

【規模別】 

・大企業は減益見込みとなっており、中堅企業、中小企業は増益見込 

みとなっている。  

【業種別】 

・製造業では、情報通信機器や電気機械などが減益となるものの、輸

送用機械や生産用機械などが増益となることから、増益見込みとな

っている。  

・非製造業では、運輸や不動産などが増益となるものの、サービスや

情報通信などが減益となることから、減益見込みとなっている。  

 

○６年度見通し 

全産業で▲3.0％の減益見通しとなっている。 
 

経常利益（業種別）        (対 前 年 度 増 減 率 ： ％ ) 

 

（注）１．５年度は令和４・５年度ともに回答のあった 841 社（うち製造業 361 社・非製造業 480 社）  

   ２．６年度は令和４～６年度の全期間で回答のあった 663 社（うち製造業 266 社・非製造業 397 社）  

 

【経常利益に関する声】  

・今年度は観光を目的とした休日の利用客が好調に推移していることやインバウンドが

増加していることから、当初の見込みより増益となる見込み。   （運輸：大企業）  

 

・今年度は仕入相場が高止まりしたものの、価格転嫁が進んだため増益見込み。消費者

は物価高により購入の選別を厳しくしていることから、来年度は質が良く利益の出る

商品にシフトしていくことで増益となる見込み。       （食料品：中堅企業）  

 

・来年度は中国向けの需要がさらに落ち込むと見込まれることに加え、エネルギー価格

の上昇や人件費の増加、2024 年問題への対応から運送費負担の増加もあり、大幅な減

益となる見通し。                     （生産用機械：大企業）  



業種別表：経常利益（対前年度増減率）

（％）

　

(▲ 6.8)

0.4 ▲ 3.0
(▲ 7.7)

▲ 0.4 ▲ 3.6
(7.7)

11.8 ▲ 1.7
(▲ 10.5)

5.8 4.7
(▲ 1.1)

8.2 ▲ 5.6
(4.3)

23.0 3.3
赤字化

6.8 赤字幅縮小
(▲ 24.6)

11.6 ▲ 23.6
(118.3)

124.7 ▲ 13.4
(▲ 14.2)

▲ 8.8 ▲ 5.2
(0.2)

8.1 44.1
(12.2)

62.7 ▲ 14.4
(▲ 32.1)

▲ 18.8 ▲ 5.1
(▲ 53.5)

▲ 51.2 ▲ 61.9
(20.3)

24.7 0.4
(▲ 11.4)

▲ 5.9 0.6
(1.4)

8.3 3.2
(▲ 8.1)

▲ 5.8 4.1
(41.8)

53.2 ▲ 11.7
(▲ 10.0)

▲ 0.6 ▲ 1.6
(7.4)

8.9 0.4
(▲ 45.9)

▲ 44.4 ▲ 1.3
 (注）

３．６年度は令和４～６年度の全期間で回答のあった663社（うち製造業266社・非製造業397社）

運 輸

卸 ・ 小 売

不 動 産

サ ー ビ ス

１．（　）内は前回（令和５年10－12月期）調査結果。

２．５年度は令和４・５年度ともに回答のあった841社（うち製造業361社・非製造業480社）

食 料 品

繊 維

業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
種
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別

木材 ・ 木製品

紙 ・ パ ル プ

窯 業 ・ 土 石

鉄 鋼

生 産 用 機 械

電 気 機 械

情報通信機器

輸 送 用 機 械

非　　製　　造　　業

建 設

情 報 通 信

規
　
模
　
別

大　　企　　業

中　堅　企　業

中　小　企　業

製　　　　造　　　　業

６年度見通し区　　　　　分 ５ 年 度 見 込 み

全　　　　産　　　　業

（電気・ガス、金融・保険を除く）
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５．設備投資  － ５年度は増加見込み 

６年度は増加見通し 

○５年度見込み 

全産業で 26.4％の増加見込みとなっている。 

【規模別】 

・いずれの規模においても増加見込みとなっている。 

【業種別】 

・製造業では、情報通信機器や輸送用機械など、ほぼ全ての業種で増加

見込みとなっている。 

・非製造業では、運輸や卸・小売など、ほぼ全ての業種で増加見込みと

なっている。 

○６年度見通し 

 全産業で 0.9％の増加見通しとなっている。  

設備投資（業種別）           （ 対 前 年 度 増 減 率 ： ％ ）  

（注）  １．ソフトウェア投資額を含み、土地購入額は含まない。  

      ２．５年度は令和４・５年度ともに回答のあった 914 社（うち製造業 365 社・非製造業 549 社）  

      ３．６年度は令和４～６年度の全期間で回答のあった 743 社（うち製造業 281 社・非製造業 462 社）  

 

【設備投資に関する声】  

・自動車産業においてエンジン車から電気自動車へのシフトがみられることから、自動

車の電動化に向けたライン改修等を計画している。     （輸送用機械：大企業）  

・将来的な半導体需要を見込み、生産能力増強に向けた投資を行っている。  

        （情報通信機器：大企業）  

 

・輸送サービスの充実に向けた施設整備や安全・安定輸送の確保のためのインフラ整備

などを予定している。                     （運輸：大企業）  

・車両の購入や無線システムの更新を行ったため、今年度は設備投資額が大きくなって

いる。来年度は例年の水準に戻る見通し。           （運輸：中小企業）                   



業種別表：設備投資（対前年度増減率）

（％）

　

(27.8)

26.4 0.9
(28.9)

27.5 0.6
(13.0)

8.9 4.5
(13.3)

19.4 ▲ 8.1
(37.1)

32.4 ▲ 10.6
(18.0)

21.0 ▲ 21.4
(▲ 45.9)

▲ 44.1 ▲ 9.5
(59.4)

43.2 1.2
(24.6)

30.6 71.7
(67.5)

61.5 17.3
(26.2)

30.1 9.2
(23.6)

26.7 56.0
(49.2)

45.2 ▲ 11.8
(74.0)

70.7 ▲ 56.0
(28.8)

21.7 ▲ 13.4
(20.6)

21.6 15.5
(12.3)

9.4 28.8
(48.1)

35.8 17.4
(25.2)

21.1 ▲ 2.2
(21.6)

21.2 20.6
(52.5)

22.0 21.5
(1.0)

▲ 8.1 ▲ 4.0
(6.5)

9.0 18.2
(20.4)

19.3 ▲ 9.9
 (注）

４．６年度は令和４～６年度の全期間で回答のあった743社（うち製造業281社・非製造業462社）

規
　
模
　
別

大　　企　　業

中　堅　企　業

中　小　企　業

区　　　　　分

３．５年度は令和４・５年度ともに回答のあった914社（うち製造業365社・非製造業549社）

６年度見通し

業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
種
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
別

製　　　　造　　　　業

木材 ・ 木製品

紙 ・ パ ル プ

窯 業 ・ 土 石

鉄 鋼

非　　製　　造　　業

建 設

輸 送 用 機 械

電 気 機 械

情 報 通 信

運 輸

金 融 ・ 保 険

２．ソフトウェア投資額を含み、土地購入額は含まない。
１．（　）内は前回（５年10－12月期）調査結果。

情報通信機器

食 料 品

繊 維

５ 年 度 見 込 み

全　　　　産　　　　業

サ ー ビ ス

電 気 ・ ガ ス

卸 ・ 小 売

不 動 産

生 産 用 機 械
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６．今年度における設備投資計画（方針）と 

実績見込みとのかい離の理由 

 

《選択項目》 

① 景気や業況の見通しの変化      ⑥  受託先等の事情による工期又は納期の変更 

② 設備投資にかかるコストの変化    ⑦  設備投資以外の投資との資金配分の変更 

③ 経営課題や経営方針の変化      ⑧  当初の計画（方針）を厳しめ又は余裕を持って策定 

④ 資金繰りなどの資金調達環境の変化  ⑨ 当初の計画（方針）どおりのため、特に理由なし 

⑤ 災害などの突発的な事象の発生    ⑩  その他  

(注）１．以下の選択項目中３項目以内の複数回答による会社数構成比。 

２．回答社数1,019社（うち製造業419社・非製造業600社） 

（回答社数構成比：％）

構成比 構成比 構成比

全産業
①景気や業況の見通し

の変化
41.0

②設備投資にかかるコスト
の変化

38.8
⑨当初の計画(方針)どおり
のため、特に理由なし

37.3

大企業
②設備投資にかかるコスト

の変化
36.5

①景気や業況の見通し
の変化

34.2
⑨当初の計画(方針)どおり
のため、特に理由なし

31.9

中堅企業
②設備投資にかかるコスト

の変化
41.3

⑨当初の計画(方針)どおり
のため、特に理由なし

39.1
①景気や業況の見通し

の変化
38.4

中小企業
①景気や業況の見通し

の変化
47.5

⑨当初の計画(方針)どおり
のため、特に理由なし

39.9
②設備投資にかかるコスト

の変化
38.7

製造業
①景気や業況の見通し

の変化
43.7

②設備投資にかかるコスト
の変化

35.8
⑨当初の計画(方針)どおり
のため、特に理由なし

35.3

非製造業
②設備投資にかかるコスト

の変化
40.8

①景気や業況の見通し
の変化

39.2
⑨当初の計画(方針)どおり
のため、特に理由なし

38.7

１位 ２位 ３位

業
種
別

規
模
別

順位

区分

順位

区分
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  ７．今年度における利益配分のスタンス 

 

 

 

 

(注）１．以下の選択項目中３項目以内の複数回答による会社数構成比。 

２．回答社数 1,064 社（うち製造業 437 社・非製造業 627 社） 

《選択項目》 

① 設備投資                 ⑥  従業員への還元 

② 新製（商）品・新技術等の研究・開発    ⑦  役員報酬・賞与 

③ 関連会社への出資、Ｍ＆Ａ         ⑧  株主への還元 

④ 有利子負債削減              ⑨  内部留保 

⑤ 新規雇用の拡大              ⑩  その他  

（回答社数構成比：％）

構成比 構成比 構成比

①設備投資 59.1 ⑥従業員への還元 55.5 ⑨内部留保 40.5

大企業 ①設備投資 69.8 ⑧株主への還元 57.5 ⑥従業員への還元 38.3

中堅企業 ①設備投資 61.1 ⑥従業員への還元 58.3 ⑨内部留保 40.3

中小企業 ⑥従業員への還元 65.1 ①設備投資 51.0 ⑨内部留保 42.5

製造業 ①設備投資 66.1 ⑥従業員への還元 57.7 ⑨内部留保 33.4

非製造業 ①設備投資 54.2 ⑥従業員への還元 54.1 ⑨内部留保 45.5

業
種
別

規
模
別

３位

全産業

１位 ２位
順位

区分



[参考１］

景況判断ＢＳＩの推移（原数値）

規模別

４年４－６月 ４年７－９月 ４年10－12月 ５年１－３月 ５年４－６月 ５年７－９月 ５年10－12月 ６年１－３月 ６年４－６月見通し ６年７－９月見通し

全規模 ▲ 12.5 ▲ 8.6 ▲ 0.4 ▲ 10.9 ▲ 6.5 ▲ 0.6 2.4 ▲ 10.7 2.1 3.2

大企業 ▲ 7.3 ▲ 0.9 0.9 ▲ 3.6 2.5 6.1 4.7 ▲ 3.4 1.2 0.9

中堅企業 ▲ 12.7 ▲ 5.6 1.0 ▲ 12.2 ▲ 2.3 0.3 1.7 ▲ 8.8 4.7 6.1

中小企業 ▲ 15.8 ▲ 15.3 ▲ 2.1 ▲ 14.9 ▲ 14.9 ▲ 5.4 1.5 ▲ 16.6 1.2 3.0

業種別

４年４－６月 ４年７－９月 ４年10－12月 ５年１－３月 ５年４－６月 ５年７－９月 ５年10－12月 ６年１－３月 ６年４－６月見通し ６年７－９月見通し

全産業 ▲ 12.5 ▲ 8.6 ▲ 0.4 ▲ 10.9 ▲ 6.5 ▲ 0.6 2.4 ▲ 10.7 2.1 3.2

製造業 ▲ 25.0 ▲ 7.7 ▲ 2.9 ▲ 13.5 ▲ 12.9 0.2 2.2 ▲ 18.5 4.0 4.0

非製造業 ▲ 3.5 ▲ 9.3 1.4 ▲ 9.1 ▲ 2.1 ▲ 1.2 2.6 ▲ 5.5 0.9 2.7

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

４年４－６月 ４年７－９月 ４年10－12月 ５年１－３月 ５年４－６月 ５年７－９月 ５年10－12月 ６年１－３月 ６年４－６月見通し ６年７－９月見通し

（％ポイント）

下

降
超

上

昇

超

現状

見通し

現状

見通し

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

４年４－６月 ４年７－９月 ４年10－12月 ５年１－３月 ５年４－６月 ５年７－９月 ５年10－12月 ６年１－３月 ６年４－６月見通し ６年７－９月見通し

（％ポイント）

下

降
超

上

昇

超

現状 見通し

現状 見通し
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[参考２]

従業員数判断ＢＳＩの推移（原数値）

規模別

４年６月末 ４年９月末 ４年12月末 ５年３月末 ５年６月末 ５年９月末 ５年12月末 ６年３月末 ６年６月末見通し ６年９月末見通し

全規模 19.8 21.6 25.5 27.2 27.9 27.9 30.4 32.0 25.4 24.6

大企業 13.1 15.7 17.7 16.5 19.1 21.4 24.7 26.9 18.0 15.6

中堅企業 20.4 23.4 27.9 33.1 32.8 35.5 40.5 41.0 33.2 32.5

中小企業 23.8 24.4 29.2 30.6 30.6 27.6 28.3 30.1 25.7 25.9

業種別

４年６月末 ４年９月末 ４年12月末 ５年３月末 ５年６月末 ５年９月末 ５年12月末 ６年３月末 ６年６月末見通し ６年９月末見通し

全産業 19.8 21.6 25.5 27.2 27.9 27.9 30.4 32.0 25.4 24.6

製造業 13.3 17.3 17.9 20.8 20.4 18.9 19.7 23.6 18.9 19.8

非製造業 24.4 24.9 31.3 32.0 33.0 34.0 37.7 37.7 29.8 27.9

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

50

４年６月末 ４年９月末 ４年12月末 ５年３月末 ５年６月末 ５年９月末 ５年12月末 ６年３月末 ６年６月末見通し ６年９月末見通し

（％ポイント）

過
剰
気
味
超

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

50

４年６月末 ４年９月末 ４年12月末 ５年３月末 ５年６月末 ５年９月末 ５年12月末 ６年３月末 ６年６月末見通し ６年９月末見通し

（％ポイント）
現状

現状

見通し

見通し

z

不
足
気
味
超

不

足

気

味

超

過
剰
気
味
超
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[参考３]

全国・管内比較表

[参考４］

判断調査ＢＳＩ（原数値）

５年
10～12

６年
１～３

６年
４～６

６年
７～９

５年
10～12

６年
１～３

６年
４～６

６年
７～９

５年
10～12

６年
１～３

６年
４～６

６年
７～９

① 全規模合計 2.4 ▲ 10.7 2.1 3.2 2.2 ▲ 18.5 4.0 4.0 2.6 ▲ 5.5 0.9 2.7

大 企 業 4.7 ▲ 3.4 1.2 0.9 9.8 ▲ 14.3 1.5 0.8 1.1 4.1 1.0 1.0

中 堅 企 業 1.7 ▲ 8.8 4.7 6.1 5.4 ▲ 13.4 7.1 7.1 ▲ 0.5 ▲ 5.9 3.2 5.4

中 小 企 業 1.5 ▲ 16.6 1.2 3.0 ▲ 4.2 ▲ 23.9 3.8 4.3 5.4 ▲ 11.5 ▲ 0.7 2.0

② 全規模合計 0.6 ▲ 1.6 2.3 4.2 0.0 ▲ 5.6 2.5 4.2 1.1 1.1 2.2 4.2

大 企 業 7.7 5.0 5.3 4.0 9.8 ▲ 1.5 1.5 2.3 6.1 9.6 8.0 5.3

中 堅 企 業 2.4 2.8 9.4 9.8 7.3 4.5 11.8 14.5 ▲ 0.6 1.7 8.0 6.8

中 小 企 業 ▲ 4.8 ▲ 8.6 ▲ 3.9 1.0 ▲ 10.0 ▲ 13.7 ▲ 2.0 0.0 ▲ 1.0 ▲ 5.0 ▲ 5.3 1.8

③ 全規模合計 4.3 4.3 3.7 3.7 ▲ 1.2 ▲ 2.2 ▲ 1.7 0.5 8.2 8.8 7.6 6.0

大 企 業 3.3 3.5 1.3 1.0 ▲ 0.8 ▲ 3.8 ▲ 4.5 ▲ 3.0 6.4 8.9 5.6 3.9

中 堅 企 業 4.2 3.0 4.5 4.1 ▲ 2.9 0.0 1.9 3.9 8.8 4.9 6.1 4.3

中 小 企 業 5.0 5.6 5.1 5.6 ▲ 0.6 ▲ 2.4 ▲ 1.8 1.2 9.1 11.3 10.1 8.8

④ 全規模合計 30.4 32.0 25.4 24.6 19.7 23.6 18.9 19.8 37.7 37.7 29.8 27.9

大 企 業 24.7 26.9 18.0 15.6 15.9 18.8 12.8 11.3 30.9 32.5 21.6 18.6

中 堅 企 業 40.5 41.0 33.2 32.5 29.5 28.8 23.4 27.0 47.3 48.4 39.1 35.9

中 小 企 業 28.3 30.1 25.7 25.9 16.8 23.8 20.4 21.4 36.1 34.5 29.4 29.0

(％ポイント)

26.4

3.0

6.7

30.1

41.0

26.9

▲ 16.6

▲ 8.8

▲ 3.4▲ 0.0

0.2

▲ 13.6

28.3

全　　国 管　　内区　     分

大 企 業

中堅企業

中小企業

大 企 業

設  備  投  資
（５年度見込み）

2.6

3.3

9.3

41.3

29.0

中堅企業

中小企業

全 産 業

全 産 業

全 産 業

(前年度増減率、％)

区　     分 全　　国 管　　内

（注）１．ＢＳＩは、前期比「上昇・不足・不足気味」－「下降・過大・過剰気味」社数構成比。
　　　２．③、④は期末判断項目。
　　　３．５年10～12は前回調査結果。

生 産 ・ 販 売 な ど の
た め の 設 備
（「不足」－「過大」）

従 業 員 数
（ 「不足気味」－「過剰気味」）

（％ポイント）

全産業 製造業 非製造業

貴 社 の 景 況
（「上昇」－「下降」）

国 内 の 景 況
（「上昇」－「下降」）

（注）１．売上高は、電気・ガスを含み、金融・保険業は調査対象外。
　　　２．経常利益は、電気・ガス、金融・保険業を含む。
　　　３．設備投資は、ソフトウェアを含み、土地を除く。
　　　４．管内は、愛知・岐阜・静岡・三重の４県。

景況判断ＢＳＩ
　

（６年１－３月）

従業員数判断BSI

（６年３月末）

売　　上　　高
（５年度見込み）
経　常　利　益
（５年度見込み）
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[参考５]

愛知県の概要（（　 ）内は前回調査時見通し）

景況判断ＢＳＩ (％ポイント)

前回調査 翌々期

５年10～12月 ６年７～９月

2.3 (▲ 2.3) ▲ 12.4 ( 0.0) ▲ 1.3 2.9

6.3 ( 1.4) ▲ 3.3 ( 0.0) 0.0 0.0

▲ 5.4 (▲ 3.6) ▲ 14.2 ( 4.8) ▲ 0.6 5.9

4.2 (▲ 4.6) ▲ 19.7 (▲ 3.3) ▲ 3.1 3.5

4.3 (▲ 5.1) ▲ 21.8 (▲ 1.2) ▲ 1.2 3.6

0.8 (▲ 0.3) ▲ 5.8 ( 0.8) ▲ 1.4 2.5

従業員数判断ＢＳＩ (％ポイント)

前回調査 翌々期

５年12月末 ６年９月末

28.2 ( 23.4) 27.8 ( 19.2) 21.3 21.6

20.9 ( 13.1) 23.6 ( 10.7) 13.2 12.3

38.7 ( 32.7) 35.1 ( 25.0) 30.4 29.8

27.1 ( 25.8) 26.4 ( 22.5) 22.0 24.2

18.5 ( 13.8) 18.3 ( 11.0) 14.3 17.5

35.1 ( 30.3) 34.6 ( 25.0) 26.2 24.5

売上高 （対前年度増減率：％）

( 6.8) 7.3 3.7

( 6.8) 7.6 4.4

( 6.6) 5.1 1.5

( 2.9) 3.0 0.2

( 10.8) 10.6 3.6

( 1.9) 3.6 3.7

（注）金融・保険業は調査対象外。電気・ガスを除く。

経常利益 （対前年度増減率：％）

(▲ 4.6) 2.8 0.9

(▲ 5.3) 2.2 2.3

( 7.9) 13.7 ▲ 5.3

(▲ 0.6) 16.2 ▲ 2.5

( 7.6) 17.6 1.3

(▲ 12.4) ▲ 6.4 0.4

（注）電気・ガス、金融・保険業を除く。

設備投資 （対前年度増減率：％）

( 24.4) 23.5 12.3

( 25.7) 25.0 11.8

( 2.1) ▲ 4.8 19.1

( 25.9) 35.5 ▲ 23.1

( 32.2) 26.4 ▲ 1.4

( 20.7) 22.0 27.1

（注）ソフトウェア投資額を含み、土地購入額は含まない。

６年４～６月

当期

６年１～３月

全　　産　　業

業
種
別

製　　造　　業

非　製　造　業

区　　　　　　分
翌期

規
模
別

大　企　業

中　堅　企　業

中　小　企　業

業
種
別

製　　造　　業

非　製　造　業

翌期当期

６年３月末

全　　産　　業

区　　　　　　分

中　堅　企　業

中　小　企　業

規
模
別

大　企　業

規
模
別

大　企　業

中　堅　企　業

中　小　企　業

区　　　　　　分 ５年度見込み ６年度見通し

５年度見込み

６年６月末

製　　造　　業

業
種
別

製　　造　　業

非　製　造　業

区　　　　　　分

全　　産　　業

６年度見通し

全　　産　　業

中　小　企　業

区　　　　　　分

業
種
別

製　　造　　業

非　製　造　業

規
模
別

大　企　業

中　堅　企　業

６年度見通し

全　　産　　業

業
種
別

規
模
別

大　企　業

非　製　造　業

中　堅　企　業

中　小　企　業

５年度見込み
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 １．本調査結果に関する問い合わせは下記へお願いします。 

      財務省東海財務局 経済調査課     

       ℡(052)951-1739（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）      

 ２．本調査結果の概要は下記ホームページでもご覧頂けます。  

       https://lfb.mof.go.jp/tokai/  

 


